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〇 職場におけるハラスメントを防止するために、事業主が雇用管理上講ずべき措置が指針において定められており、
実際に事案が発生した場合、事業主は雇用管理上の措置義務に基づき適切に対応しなければならない。

➀事業主の方針の明確化及びその周知・啓発

➁相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応す

るために必要な体制の整備

③職場におけるハラスメントへの事後の迅速

かつ適切な対応

④併せて講ずべき措置労働者（加害者）

労働者（被害者） 苦情・相談

事案に応じ適切に対応

➀事業主の方針の明確化及びその周知・啓発：ハラスメントの内容、ハラスメントを行ってはならない旨の方針の明確化、管理監督者を含む

労働者への周知啓発。行為者については、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等に規定し、管理監督者を含む労働者に周知・啓

発。

➁相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備：相談窓口の周知。発生のおそれがある場合やハラスメントに該当

するか否か微妙な場合であっても、広く相談に対応。

③職場におけるハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応：事実関係を迅速かつ正確に確認。事実関係の確認後は、速やかに被害者に対

する配慮のための措置とともに、行為者に対する措置を適切に対応する。再発防止に向けた措置を講ずる。

④併せて講ずべき措置：プライバシーを保護するために必要な措置を講じ、労働者に周知。事業主に相談したこと等を理由として、解雇そ

の他不利益な取扱いをされない旨を定め、労働者に周知・啓発をする。

事業主が雇用管理上講ずべき措置の主な内容

職場において事業主が雇用管理上講ずべき措置

（根拠法）

○セクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント：男女雇用機会均等法 ○育児休業・介護休業等に関するハラスメント：育児・介護休業法

○パワーハラスメント：労働施策総合推進法

職場におけるハラスメントについて事業主が雇用管理上講ずべき措置
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・カスタマーハラスメント対策
・求職者等に対するセクシュア
ルハラスメント対策
（現行）望ましい取組（指針）

↓

（令和８年10月1日～）義務化



活用いただける資料等の掲載場所
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カスタマーハラスメント防止対策企業事例（要約）
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小売業

従来の「お客様の声に何でも答える」という対応だけでは、従業員を十分に守れず、企
業としての生産性も維持できないと考えるようになり、本社のお客様相談部が中心となっ
て取組を推進。
基本的な顧客対応の方針は、UAゼンセンの「悪質クレームの定義とその対応に関する

ガイドライン」を参考に定め、店舗には、厚生労働省が公表するカスハラ対策企業マニュ
アルおよびACAP監修の『「悪質クレーム」対応実務ハンドブック』を配布し、トラブル
発生時には手元に置いて参照するよう伝えている。
従業員のマニュアルも変更し、具体的な判断基準や対応方法を記載。実際に社内で運用

しながら現場の声をもとに適宜修正している。
お客様の声やトラブルの内容は個々に異なることから、マニュアル頼りではない現場で

の対応力も必要なため、階層別に研修を実施することで、現場の対応力を育てている。
今後カスタマーハラスメントが国会や行政、マスコミなどに取り上げられ、世の中にカ

スハラの認識が拡がれば、会社の判断基準や対応方法をより明確に示しやすくなる。
また、お客様自身が自らの行動を振り返ることで、カスハラ自体が少なくなっていくこ

とを期待している。

運送業（コールセンター）

「お前は向いていない。やめろ。」など繰り返される暴言によってオペレーターが委縮。
約１か月、業務への復帰が困難になるトラブルがあり、お客様サービスセンターが中心

となって取組を推進。
コールセンターのオペレーターへのアンケートでは暴言・威嚇・脅迫をはじめ、長時間

の拘束や執拗な個人情報の要求といった被害が発生していたことが確認され、「会社とし
て取組を進めなければ社員を守ることはできない」という意識が醸成された。
実務を想定した「カスハラ発言リスト」や伝え方に悩んだときに参考にできる「文言

集」を盛り込んだ対応マニュアルを作成・周知、どのコールセンターでも対応できるよう、
情報は全社で共有している。



職場におけるカスタマーハラスメント①
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職場におけるカスタマーハラスメント②
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職場におけるカスタマーハラスメント③
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職場におけるカスタマーハラスメント④
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職場におけるカスタマーハラスメント⑤
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（取組例）

・トップメッセージとしての発信や、社内ホームページへの掲載、パンフレットによる配付。

・２ー２の対処の内容と併せて研修を実施。

職場において事業主が雇用管理上講ずべき措置



職場におけるカスタマーハラスメント⑥
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相談への対応のための窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること。

相談に対応する担当者として、労働者の上司に当たる管理監督者等を定めることも考えられ、その

場合、当該管理監督者等が相談することができる窓口を別途設けることも考えられる。



職場におけるカスタマーハラスメント⑦

11



職場におけるカスタマーハラスメント⑧
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（取組例）
カスタマーハラスメントには毅然とした態度で対応し、労働者を保護する旨の方針及びカスタマーハラスメントへの対処の
内容を掲載した資料を改めて配布する
■ 上記に加え、必要な場合には、カスタマーハラスメントの発生の原因や背景となった商品・サービス・接客等における
問題や顧客等とのコミュニケーションの不足などの改善を図る等の再発防止に向けた措置を講ずる
■ 必要に応じて事案の内容や対応経緯を記録し、個人情報の取扱いに留意して関係部門に共有し、再発防止に
活用する



職場におけるカスタマーハラスメント⑨
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職場におけるカスタマーハラスメント⑩
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求職者等に対するセクシュアルハラスメント①
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求職者等に対するセクシュアルハラスメント②
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求職者等に対するセクシュアルハラスメント③
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職場において事業主が雇用管理上講ずべき措置



対応例①（パンフレットP40～）
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対応例②
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